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ま　え　が　き

高い技術に支えられた「ものづくり」産業はわが国の強みの一つである。今後、わが国が
持続的に発展していくためには、「ものづくり」産業において専門的な知識・技術をもった
技能者を育成していくことが必要不可欠である。
そこで、独立行政法人労働政策研究・研修機構では、2010年度、2011年度の２年度に渡り、

「ものづくり」企業で働く技能者の育成・確保について調査を実施した。
2010年度は「ものづくり」企業が若手技能者を安定的に採用・育成するために行っている
取り組みを明らかにすることを目的に「若年技能系社員の育成・能力開発に関する調査」を
行った。
2011年度は「ものづくり」企業において、中核的人材として競争力を支える技能者の確
保・育成に着目し、各社がどのような取り組みを行っているか実態を明らかにするため、
「ものづくり現場の中核を担う技能者の育成の現状と課題に関する調査」を実施した。
本報告書は、これらの調査結果をとりまとめたもので、企業調査の主な調査結果を図表等
で紹介するとともに、対象企業の属性別の詳細なクロス集計結果を巻末資料として掲載して
いる。
調査の実施に当たっては、ご協力いただいた多くの企業の方々に厚くお礼を申し上げたい。
本報告書が、関係各方面で広く活用していただくことができれば幸いである。
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第１章　調査の概要

１．調査の趣旨・目的

ものづくり産業において、技能者を育成していくために要する期間は長く、その確保・育
成は計画的に行っていく必要がある。確保・育成を計画的に進めていくには、若年者を中心
とした技能者が安定的に供給され、ものづくり企業がそれらの人材の技能を継続的に高めて
いけるような環境整備が必要となる。
本調査は、ものづくり産業における、若年技能系労働者（切削、加工、組立、検査などの

ものの製造を直接担当している35歳未満の社員）の採用、定着、教育訓練・能力開発などの
実態を探り、若年技能系労働者の人材育成をめぐる課題を明らかにすることを目的とする。

２．調査名

「若年技能系社員の育成・能力開発に関する調査」

３．調査期間

2010年10月４日（月）～10月15日（金）

４．調査方法

郵送による調査票の配布・回収

５．調査対象

製造業のうち、プラスチック製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業、は
ん用機械器具業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電
子回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具製造業の従
業員30人以上の民間企業10,000社。
※帝国データバンクの企業データベースを母集団に、業種、規模別に層化無作為抽出。

６．有効回収数

有効回収数3,229件／有効回収率32.3％
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第２章　回答企業のプロフィール

１．回答企業の基本属性
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２．回答企業の経営環境等（生産形態、売上変化、経営環境、職場の状況など）
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第３章　調査結果の概要

１．若年技能系正社員の採用

（１）採用方法

調査結果から、切削、加工、組立、検査などのものの製造を直接担当している35歳未満の
技能系の若年社員を、企業がどのように採用し、教育・育成しているか、能力開発の課題は
何かなどについて紹介する。
若年技能系正社員の採用についてみると、過去３年間では、「新卒・中途採用ともにあり」
の割合が38.9％と約４割を占めてもっとも高く、「中途採用のみ」「新卒採用のみ」「新卒・
中途採用ともなし」がそれぞれ、21.5％、18.1％、19.3％と、ともに２割前後で並んでいる。
これを、従業員規模別にみると、いずれの規模階層でも「新卒・中途採用ともあり」がもっ
とも多いが、「300人未満」で「中途採用のみ」「新卒・中途採用ともなし」の割合（それぞ
れ22.7％、20.2％）が、「300～999人」「1000人以上」と比べて、格段に高くなっているのが
目立つ。新卒・中途の採用を両方とも行う企業が多いものの、300人未満の中小企業では、
採用を中止しているところや、中途採用のみで対応しているところが多いことが分かる（図
表１）。

（２）採用方針

ここ３年間で、新卒採用と中途採用のどちらに軸足を置いて採用してきたのかについては、
「新卒採用中心」企業（「新卒採用が中心」「どちらかといえば新卒採用中心」の合計）が
47.9％、「中途採用中心」企業（「中途採用が中心」「どちらかといえば中途採用中心」の合
計）が49.9％と拮抗する形となった。しかし、これを従業員規模別にみると、「300～999人」
「1000人以上」の大手企業は、「新卒採用中心」がそれぞれ77.3％、93.5％と大多数を占めて
いる一方、「300人未満」の中小企業では、「中途採用中心」が52.6％と、「新卒採用中心」
（45.3％）を上回っている（図表２）。
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（３）新卒採用の状況

新卒採用についてみると、募集して「採用した」のが57.3％と過半数を占め、「募集を行
わなかった」のは37.5％、「募集を行ったが採用しなかった」が3.4％となっている。従業員
規模が大きくなるほど、新卒を「採用した」企業割合は高くなり、逆に「募集を行わなかっ
た」割合は低くなっている。業種別でみると、「プラスチック製品製造業」「電子部品・デバ
イス・電子回路製造業」「情報通信機械器具製造業」で、他の業種に比べ、新卒を「採用し
た」割合が低く、「募集を行わなかった」割合が高くなっている。同業種における中小企業
の割合に注意する必要があるが、中小企業が同程度の割合を占める他の業種と比較しても、
この傾向は明らかである（図表３）。
新卒採用で、予定していた人数を採用できたかについては、「採用できた」が88.2％と大
多数で、「採用できなかった」は9.7％にすぎなかった。従業員規模別では、中小企業の「300
人未満」で「採用できた」割合が他の中堅・大手に比べて若干低いものの、規模による差は
あまりみられない（図表４）。
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新卒採用の応募状況をどのように評価しているかについては、「応募が少ないとは思わな
い」企業（「そう思わない」「どちらかといえばそう思わない」の合計）が50.3％と、「応募
が少ないと思う」企業（45.0％、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の合計）を若干
上回った。これを従業員規模別にみると、規模が小さいほど「応募が少ないと思う」企業の
割合が高い。「応募が少ないと思う」企業は、「300人未満」が46.2％なのに対して、「300～
999人」「1000人以上」はそれぞれ、33.6％、26.1％と低い割合を示している（図表５）。

新卒採用で、求めているレベルの人材が採用できていないかについては、「採用できてい
ないと思う」企業（「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の合計）が63.6％と過半数を
占めており、「採用できていると思う」企業（32.0％、「そう思わない」「どちらかといえば
そう思わない」の合計）を大きく上回っている。これを従業員規模別にみると、違いが大き
く、規模が小さいほど「採用できていない」企業の割合が高く、逆に、規模が大きくなるほ
ど「採用できている」とする企業の割合が高くなっている（図表６）。
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新卒で採用した技能系正社員の最終学歴についてみると、もっとも採用人数が多かった学
歴では、「工業高校卒」をあげる企業割合が34.9％ともっとも高く、「工業高校以外の高校卒」
が31.0％と続く（図表７）。２番目に多かった学歴ではトップが入れ替わり、「工業高校以外
の高校卒」とする企業割合が17.0％ともっとも高く、次いで「工業高校卒」が16.6％となっ
ている。もっとも多かった学歴と２番目に多かった学歴との組み合わせでみると、「工業高
校卒・工業高校以外の高校卒」の割合が14.0％ともっとも高く、「工業高校以外の高校卒・
工業高校卒」が12.4％と続き、「工業高校卒のみ」（11.8％）、「工業高校以外の高校卒のみ」
（11.7％）、「大卒理系のみ」（4.3％）、「工業高校卒・大卒理系」（3.8％）などの順（図表８）。
機械金属産業では、半数の企業が、製造現場で働く技能系正社員について、高校卒業者を中
心に採用していることがわかる。
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（４）中途採用の状況

若年（35歳未満）技能系正社員の中途採用についてみると、募集して「採用した」企業が
61.5％と６割を超え、「募集を行わなかった」が32.7％、「募集を行ったが採用しなかった」
が4.8％となっている。これを、従業員規模別にみると、規模が小さいほど、「募集をしたが
採用しなかった」割合が若干高くでるものの、規模による顕著な差異は認められない。業種
別でみると、「輸送用機械器具」で、他の業種に比べて中途で「採用した」企業の割合が高
く、「募集を行わなかった」割合が低い（図表９）。
中途採用で、予定していた人数を採用できたかについては、「採用できた」が87.3％と大
勢を占め、「採用できなかった」とするのは10.4％と約１割だった。従業員規模との関係では、
特段の傾向はみられなかった（図表10）。業種別にみると、他の業種と比べて、「金属製品
製造業」「生産用機械器具製造業」「電子部品・デバイス・電子回路製造業」「情報通信機械
器具製造業」で、予定数が採用できたとする割合が若干低くなっている。
どのような人材を中途採用したのかについては（複数回答）、「同業他社で働いていた経験

のある人」と「色々な業界で働いてきた人」の２つをあげる企業の割合が圧倒的に高く、そ
れぞれ48.0％、43.9％。その他、「仕事をする上で義務付けられた職業資格の保持者」（13.0％）
「大企業で働いてきた人」（9.1％）、「職場・現場のリーダー的存在」（8.4％）などの順となっ
ている。これを従業員規模でみると、上位２つは変わらないが、規模が大きくなるほど、
「仕事をする上で義務付けられた職業資格の保持者」の割合が高くなっている。また、「大企
業で働いてきた人」をあげる企業の割合が、「1000人以上」で高くなっている（図表11）。
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（５）採用目的（新卒、中途）

新卒採用、中途採用を行った目的を、それぞれについて聞いている。新卒採用ではその目
的に（複数回答）、「企業の中核となる人材を育成するため」をあげる企業の割合が49.8％と
もっとも高く、次いで、「高齢従業員の退職に伴う労働力不足に備えるため」が46.9％、続
いて「企業全体の若返りを図るため」（39.7％）、「企業全体の年齢構成のゆがみを是正する
ため」（34.1％）、「社内に若年者の新しい感性を取り入れるため」（27.4％）などの順となっ
ている（図表12）。
従業員規模別にみると、「企業の中核となる人材を育成するため」「高齢従業員の退職に伴
う労働力不足に備えるため」「企業全体の年齢構成のゆがみを是正するため」で、規模が大
きいほど理由にあげる割合が高くなっており、とくに、「中核人材の育成」「労働力不足への
備え」では、「1000人以上」企業の、それぞれ65.2％、73.9％が理由にあげている（図表13）。
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中途採用の目的では（複数回答）、「即戦力となる人材が欲しいため」をあげる企業の割合
が70.9％ともっとも高く、少し離れて「高齢従業員の退職に伴う労働力不足に備えるため」
（41.3％）、「企業の中核となる人材を育成するため」（39.7％）が続く。以下、「職業意識を身
につけた人材を採用したいため」（25.3％）、「企業全体の若返りを図るため」（21.4％）、「企
業全体の年齢構成のゆがみを是正するため」（19.2％）などの順となっている。やはり中途
採用の目的では「即戦力」が圧倒的である。従業員規模別にみると、規模が小さいほど、
「高齢従業員の退職に伴う労働力不足に備えるため」を目的にあげる企業割合が高くなって
おり、中小企業の要員確保問題の深刻さが窺える結果となっている。また逆に、「企業全体
の年齢構成のゆがみを是正するため」をあげる割合は、規模が大きくなるほど高くなってお
り、中堅・大手企業では体制整備など、次のステップを視野に入れて考えている企業も少な
くないことがわかる（図表14）。
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（６）採用実績の変化（新卒、中途）

過去３年間の技能系正社員の採用実績について、それ以前の３年間と比べた増減も尋ねて
いる（無回答除く）。新規学卒採用では、「ほぼ同じ」割合が35.7％ともっとも高く、「増え
た」や「減った」と回答した企業割合は、それぞれ24.2％、25.3％と拮抗。「６年間採用して
いない」が14.7％となっている。これを、従業員規模別にみると、「300人未満」の中小で
「６年間採用していない」割合が15.8％と高いのが目立つ。一方、300人以上では、「６年間
採用していない」割合は、「300～999人」で2.9％、「1000人以上」で０％となっているものの、
採用が「減った」とする割合は規模に従って高くなっており、「300～999人」規模の企業で
は、「減った」が33.8％と、「増えた」（22.8％）を約11ポイント上回り、「1000人以上規模」
では、「減った」が42.2％と４割を超え、もっとも高くなっている（図表15）。



― 18 ―

若年者の中途採用では、「ほぼ同じ」割合が36.5％と最も多く、続いて「減った」（30.4％）、
「増えた」（26.1％）、「６年間採用していない」（6.9％）となっている。従業員規模別にみる
と、300人未満の中小と300人以上の中堅、大手の違いが大きい。規模が小さいほど、中途採
用が「増えた」とする割合が高い一方、300人以上では「減った」とする割合がもっとも高
くなっている（「300～999人」で40.6％、「1000人以上」で50.0％）。そもそも中途で「６年間
採用していない」企業についても、300人未満の中小に比べて、300人以上の中堅、大手で割
合が高くなっている（「300人未満」が6.4％、「300～999人」が14.1％、「1000人以上」が
11.9％）（図表16）。
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（７）採用者数の決定要因（新卒、中途）

企業は技能系正社員の採用者数をどのように決めているのだろうか。新規学卒採用では
（無回答除く）、「景気動向にとらわれず、できるだけ中期的な経営計画に沿った人数を採用
している」企業が56.4％と過半数を占め、次いで「２～３年先の経営状況を見越して必要人
数を算出している」ところが23.8％、「直近の経営状況を勘案して必要人数を算出している」
のが19.7％となっている。新規学卒採用については、長い視点から見た計画的な採用の傾向
が強いようだ（図表17）。これと対照的に、経験者の中途採用では（無回答除く）、「直近の
経営状況を勘案して必要人数を算出している」企業が57.2％と過半数を占め、「景気動向に
とらわれず、できるだけ中期的な経営計画に沿った人数を採用している」ところが22.3％、
「２～３年先の経営状況を見越して必要人数を算出している」が20.6％となっている。経験
者の中途採用については、直近の経営状況で採用人数を判断する傾向が強い。
新規学卒採用も経験者の中途採用についても、従業員規模別の違いはあまりみられないが、

新規学卒採用で、規模が小さいほど「直近の経営状況」をみている割合が若干高くなっている。

（８）採用のための新たな工夫（インターンシップ、トライアル雇用、紹介予定派遣）

若年技能系正社員の採用に当たって、様々な工夫（インターンシップ、トライアル雇用、
紹介予定派遣）を行っているかについても聞いている（無回答除く）。インターンシップに
ついては、「実施予定なし」とする企業割合が55.8％と過半数を占めるものの、「すでに実施
している」企業の32.0％と「今後予定・検討中」の12.2％を合わせた積極派とほぼ拮抗する
形となっている。従業員規模別にみると、300人以上の中堅、大手でインターンシップの実
施割合が高く、約半数を占めている。300人未満ではインターンシップの実施割合は30.5％
に止まるが、「今後予定・検討中」（12.6％）を合わせると半数には及ばないものの、４割強
が積極派になっている（図表18）。
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トライアル雇用については、「実施予定なし」の割合が58.8％と６割弱を占め、「すでに実
施している」「今後予定・検討中」はそれぞれ、20.4％、20.8％。これを従業員規模別にみる
と、300人以上の中堅、大手企業で「実施予定なし」とする割合が７割を超えて高い一方、
300人未満の中小企業では「実施予定なし」が57.6％と６割弱にとどまっている。「すでに実
施している」割合も中小が21.0％と中堅・大手（「300～999人」が11.2％、「1000人以上」が
15.6％）を上回っており、採用に苦労している中小が様々な工夫を凝らしている様子が分か
る（図表19）。

紹介予定派遣については、「実施予定なし」とする企業割合が76.2％と大多数を占め、「今
後予定・検討中」が12.7％、「すでに実施している」が11.1％となっている。従業員規模別に
みると、いずれの規模階層でも「実施予定なし」が７割を超えており、大きな違いはないが、
1000人以上規模企業で「すでに実施している」割合が、中堅・中小に比べて若干高くなって
いる（図表20）。
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２．若年技能系正社員の定着

（１）定着率の状況

要員を確保するためには、どのように採用するかだけでなく、どう職場に定着させるかが
問題となる。教育訓練・能力開発を考えれば、なおさら定着問題は重要な課題となる。実際
に、定着（３年間以上勤務）する人はどの程度なのだろうか。
新卒採用をみると、３年間以上「９割以上～10割」の人が残っているとする企業の割合が
44.0％ともっとも高く、次いで「７割以上～９割未満」が26.9％、「５割以上～７割未満」で
14.5％などと続く（無回答除く）。従業員規模別にみると、どの規模でも「９割以上～10割」
とする割合がもっとも高いものの、規模が小さいほど、「３割未満」、「３割以上～５割未満」
「５割以上～７割未満」など低い定着率の割合が高くなっており、規模が小さいほど定着率
が悪い結果となっている（図表21）。
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中途採用の定着率をみると、３年間以上勤めている人が、「９割以上～10割」とする企業
割合が39.6％ともっとも高く、次いで「７割以上～９割未満」（30.5％）、「５割以上～７割未
満」（17.5％）、「３割未満」（6.9％）、「３割以上～５割未満」（5.5％）と続いている（無回答
除く）。従業員規模別にみると、ピークはいずれの階層も「９割以上～10割」となっている
ものの、新卒採用と同様に、規模が大きくなるほど、カーブの立ち上がり方が遅くなってい
る（図表22）。
３年前と比べて定着率（「採用後３年を超えるまで勤めている人の割合」）がどのように変
化したかについても聞いている（無回答除く）。新規学卒採用では、「横ばい」が54.6％と過
半数を占めているものの、「定着率が高まった」企業割合（「高まった」（14.3％）と「やや
高まった」（20.6％）の合計）は34.9％で、「定着率が低くなった」企業割合（「低くなった」
（4.1％）と「やや低くなった」（6.3％）の合計）の10.4％を大きく上回っている。従業員規
模別にみると、「300人未満」、「300～999人」の中小・中堅で、1000人以上の大手と比べて、
「定着率が高まった」とする割合が高く、1000人以上では「横ばい」の割合が他の階層に比
べて７割強と多いのが目立つ（図表23）。
中途採用についても、新規学卒採用と同様の傾向を示し、「横ばい」が55.8％と過半数を

占めているものの、「定着率が高まった」企業割合（「高まった」（13.4％）と「やや高まっ
た」（22.1％）の合計）は35.5％で、「定着率が低くなった」企業割合（「低くなった」（3.4％）
と「やや低くなった」（5.3％）の合計）の8.7％を大きく上回っている。従業員規模別でも新
規学卒採用と同傾向で、中小・中堅で「定着率が高まった」としており、大手では「横ば
い」との回答が多い（図表24）。
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（２）定着率に対する評価と対策

では、若年技能系正社員の定着率の問題について、企業はどのように考えているのだろう
か。定着問題について、「あまり問題視していない」企業の割合が41.4％ともっとも高く、
「まったく問題視していない」（15.0％）と合わせると、過半数（56.4％）の企業が「問題視
していない」としている。一方、問題だと考えている企業は、「やや問題視している」
（29.7％）と「非常に問題視している」（11.1％）を合わせた40.8％。これを従業員規模別に
みると、規模が小さいほど問題視している割合は高くなっており、中小企業において定着問
題が重要な課題となっていることがわかる。ただ、「300人未満」でも「問題視していない」
企業（「あまり問題視していない」と「まったく問題視していない」の合計）は、55.5％と
過半数に達している（図表25）。
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定着のために重視している対策について聞いたところ、「快適な職場環境を作る」と「若
者が職場で話しやすい雰囲気を作る」をあげる企業の割合が、それぞれ37.6％、37.2％と高
く、次いで「個人の成果を処遇に反映」（31.7％）、「上司・人事部門によるフォローアップ
体制を整備する」（29.3％）、「本人の希望を活かした配置」（27.4％）、「若年社員の仕事の裁
量を高める」（17.6％）、「残業を減らす、休暇を取りやすくする」（16.1％）、「賃金水準を引
き上げる」（15.3％）などの順となっている。一方、「特に重視している取り組みはない」企
業は14.6％と少なくなかった（図表26）。
これも、従業員規模別にみると、規模が小さいほど「特に重視している取り組みはない」
企業の割合が高く、「300人未満」で15.0％なのに対して、「300～999人」「1000人以上」では、
それぞれ8.6％、6.3％。中小企業は、定着について問題視する割合が高くなっているにもか
かわらず、定着対策を重視していない企業も少なくない結果となっている（図表27）。
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３．若年技能系正社員の育成・能力開発

（１）「一人前」技能者の水準と育成

技能系正社員で「一人前」といえるレベルとはどのようなものなのかについて聞いたとこ
ろ、「単独で仕事をこなせるレベル」とする企業割合が55.0％ともっとも高く、次いで「先
輩・上司の大まかな指示で仕事をこなせるレベル」（20.4％）、「部下や後輩に指示や助言を
しながら仕事をさせられるレベル」（19.7％）などの順。これを従業員規模別にみると、規
模による大きな違いは見られなかった（図表28）。

（２）育成・能力開発の取り組み

若年層の育成・能力開発にはどのくらいの期間が必要なのだろうか。新卒で職場に入って
から、いわゆる「一人前」になるためには、何年ぐらいかかるか聞いたところ、「３年以上
～５年未満」と「５年以上～10年未満」をあげる企業の割合が、それぞれ34.9％、33.7％と
高く、その他「３年未満」（16.3％）、「10年以上～15年未満」（11.3％）の順となっている。
これを従業員規模別にみると、「300人未満」では「３年以上～５年未満」の割合がもっとも
高くなっているが、「300～999人」「1000人以上」では「５年以上～10年未満」がもっとも高
くなっている。その一方で、高い熟練を要すると思われる「10年以上～15年未満」では、規
模が小さいほど割合が高く、中小企業の「300人未満」では11.5％と１割強となっている（図
表29）。
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この、実際に「一人前」になるまでにかかる期間について、本来想定していた期間と比べ
てどう評価しているか聞いたところ、「想定通り」の割合が57.4％ともっとも高く、次いで
「長くかかっている」（「長い」「やや長い」の合計）が36.3％と続き、「短くすんでいる」（「短
い」「やや短い」の合計）は2.9％と僅かだった。従業員規模別にみると、中小企業の「300
人未満」で「長くかかっている」と感じている企業が多いのに対して、中堅・大手の「300
～999人」「1000人以上」では、「想定通り」とする企業が７割を超えている（図表30）。



― 28 ―

若年技能系正社員の育成・能力開発のために、企業は、どのように取り組んでいるのだろ
うか（複数回答）。55.6％ともっとも多くの企業が取り組みにあげたのは「仕事の内容を吟
味して、やさしい仕事から難しい仕事へと経験させる」こと。次いで、「作業標準書や作業
手順書を使って進めている」が51.9％と続き、以下、「指導者を決めるなどして計画に沿っ
て進めるOJT」（47.6％）、「職場における改善・提案の奨励」（44.4％）、「主要な担当業務の
ほかに、関連する業務もローテーションで経験させる」（37.4％）、「研修などのOff―JT」
（35.3％）の順となっている（図表31）。
この取り組みを従業員規模別にみると、規模が大きいほど、すべての取り組みの実施割合
が高くなっており、「1000人以上」規模で、とくに「職場における改善・提案の奨励」が
89.6％と９割近くとなっているほか、「作業標準書や作業手順書を使って進めている」「研修
などのOff―JT」「指導者を決めるなどして計画に沿って進めるOJT」に取り組んでいる企
業が７割を超えている（それぞれ、72.9％、72.9％、70.8％）。
また、「職場における改善・提案の奨励」「研修などのOff―JT」「職場における小集団活
動・QCサークル等の活動」「自己啓発活動の支援」では、「1000人以上」企業の取り組み割
合は、「300人未満」企業の倍以上となっているのが目立つ。業種による、大きな違いは認め
られなかった。
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若年技能系正社員の育成・能力開発を目的にOff―JT を実施している企業にその内容を
聞いたところ（複数回答）、「仕事や作業をスムーズに進める上で必要な専門知識・技能を習
得させるためのもの」をあげた企業割合が61.4％ともっとも高く、次いで「仕事に関連した
資格を取得させるためのもの」（58.6％）、「４Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔）など、仕事を
するうえで基本的な心構えを身につけさせるためのもの」（44.8％）、「OJTでは習得が難し
い体系的な知識・技能を習得させるためのもの」（39.3％）、「新たに導入された（導入予定
の）設備機器等の操作方法に関する知識・技能を習得させるためのもの」（28.2％）、「グルー
プ・ディスカッション、ワークショップなどの形式で様々な課題について検討していくも
の」（16.0％）となっている。従業員規模別にみると、全体では順位の低い「グループ・ディ
スカッション、ワークショップなどの形式で様々な課題について検討していくもの」につい
て、1000人以上規模では45.7％と半数にせまる企業があげているのが目立つ。また、「OJT
では習得が難しい体系的な知識・技能を習得させるためのもの」について、300人未満の中
小と比べて、300人以上の中堅・大手での取り組み割合が若干高くなっている（図表32）。

自己啓発への支援に取り組んでいるとした企業に、その支援策の具体的な内容についても
聞いている（複数回答）。それによると、「受講料などの金銭的援助」を実施している企業の
割合が90.8％ともっとも高く、次いで「教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供」
（54.5％）、「社内での自主的な勉強会等に対する援助」（27.6％）、「就業時間の配慮」（21.7％）
などの順。従業員規模別にみても、全体的に大きな違いはみられないが、「社内での自主的
な勉強会等に対する援助」について、1000人以上の大手企業では、中堅・中小（「300人未
満」、「300～999人」）よりも高い割合で実施されているのが目立つ（図表33）。
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（３）若年技能者の育成の担い手

職場において、どのような人が若年者の育成を担っているのかについては、「直属の上司」
をあげる割合が37.5％ともっとも高く、「ベテランの技能系正社員」が30.9％、「年の近い技
能系正社員」が13.0％と続き、「社長・役員などの経営トップ層」「定年後継続雇用されてい
る技能系社員」はそれぞれ2.0％、1.7％と僅かだった。従業員規模別にみると、中小・中堅
の「300人未満」「300～999人」では、「直属の上司」をあげる企業割合がもっとも高いのに
対して、「1000人以上」では「ベテランの技能系正社員」をあげる割合が35.4％ともっとも
高くなっている（図表34）。
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若年層の育成・能力開発を担う管理者、監督者に対して、どのような取り組みを行ってい
るのかについては（複数回答）、「管理者・監督者に部下の育成計画を立てさせる」ことをあ
げる企業の割合が33.1％ともっとも高く、「部下の教育・管理に関する研修」が26.2％、「部
下の教育に関する項目を管理者・監督者の評価項目とする」が19.6％と続く。一方、「管理
者・監督者を対象とした取り組みは特には行っていない」とする企業が35.9％と３社に１社
以上に及んでいるのが目立つ。従業員規模別にみると、すべての項目で、規模が大きくなる
ほど、取り組み割合が高くなっており、「1000人以上」規模では、「部下の教育・管理に関す
る研修」「管理者・監督者に部下の育成計画を立てさせる」「部下の教育に関する項目を管理
者・監督者の評価項目とする」がそれぞれ72.9％、58.3％、33.3％と大幅に増えている。取
り組みを「特には行っていない」企業を規模別にみると、「300人未満」と「300～999人」で
それぞれ37.2％、20.4％と多く、「1000人以上」では4.2％と僅かにすぎない（図表35）。

（４）若年技能者の評価

現在在籍している若年技能系正社員の能力をどのように評価しているか聞いたところ、
「仕事の遂行能力」「担当業務に必要な専門知識・技能」「達成意欲・チャレンジ精神」「コ
ミュニケーション能力」「理解力」「判断力」「責任感」については、それぞれの項目で「ほ
ぼ期待する水準に達している」とする企業割合がもっとも高くなっており、一定の満足を得
られているようである。これに対して、「関連業務や全社業務に関する幅広い知識」「発想
力・立案力」「トラブルに対処する能力」「リーダーシップ」については、それぞれの項目で
「期待する水準に比べてやや低い」とする割合がもっとも高くなっている（図表36）。
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前問で若年技能系正社員の評価を聞いた項目（「仕事の遂行能力」「担当業務に必要な専門
知識・技能」「関連業務や会社業務に関する幅広い知識」「達成意欲・チャレンジ精神」「コ
ミュニケーション能力」「発想力・立案力」「トラブルに対処する能力」「理解力」「判断力」
「責任感」「リーダーシップ」）から、企業として「一人前」になるために身に付けてほしい、
最も重視している項目をあげてもらったところ（複数回答）、「仕事の遂行能力」が28.9％と
トップで、次いで「達成意欲・チャレンジ精神」（18.2％）、「担当業務に必要な専門知識・
技能」（18.1％）などの順。従業員規模別にみても、上位にあげられる項目に違いはみられ
なかった（図表37）。
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（５）育成・能力開発の状況

ア．育成・能力開発の評価
そもそも、若年技能系正社員の育成・能力開発がうまくいっているかどうかについては、

「ある程度うまくいっている」が61.8％と過半数で、「うまくいっている」（4.4％）を合わせ
ると、７割弱（66.2％）の企業が「良好」と評価している。とは言うものの、「うまくいっ
ていない」とする企業（「まったくうまくいっていない」（1.1％）と「あまりうまくいって
いない」（29.8％）の合計）も３割強（30.9％）と少なくない。従業員規模別にみると、規模
が大きいほど、育成・能力開発が「良好」にいっている割合は高く、逆に「うまくいってい
ない」割合は低くなっている。とくに「1000人以上」では、「良好」な割合は91.7％と９割
以上に達しており、「うまくいっていない」のは8.3％と僅かにすぎない（図表38）。
若年技能系正社員の育成・能力開発が「うまくいっていない」のは何故だろう。「あまり

うまくいっていない」「まったくうまくいっていない」と回答した企業に、その理由を聞い
たところ（複数回答）、「育成を担う中堅層の従業員が不足しているから」をあげる企業が
58.9％と過半数でトップとなり、次いで「効果的に教育訓練を行うためのノウハウが不足し
ているから」が44.6％、「若年正社員に新しい技能や知識を身につけようという意欲がない
から」で34.6％、「新たに製造現場に配属される若年技能系正社員が少ないから」は28.4％、
「職場の従業員の数に比べて仕事の量が多すぎるから」は19.8％、「従業員が短期的な成果を
求められるようになっているから」が19.3％などと続いている。「うまくいっていない」と
する企業は、ほとんどが「300人未満」であるため、中小企業の育成・能力開発についての
課題が色濃く表れた結果となっている（図表39）。
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イ．経営上の施策が育成・能力開発に与える影響
若年技能系正社員の育成や能力開発がうまくいっている、あるいは、うまくいっていない

状況について、さまざまな経営上の施策や職場の状況が与える影響をみてみよう。
経営上の施策として、「既存の主力製品・サービスの充実・専業性の強化」「人件費の削減

や要員管理の見直し」「アウトソーシングの活用」について、育成・能力開発に与える効果
をみてみる。「専業性の強化」では、「積極的に取り組んでいる」企業ほど、若年技能系正社
員の教育・能力開発が「うまくいっている」割合が高くなっている。「専業性の強化」に
「積極的」な企業では71.2％が「うまくいっている」としているのに対し、「全く積極的では
ない」企業では「うまくいっている」割合は37.5％にとどまっている（図表40）。
一方、「人件費の削減」については、「積極的に進めている」企業ほど、教育・能力開発が

「うまくいっている」割合が低くなっている。「人件費の削減」に「積極的」な企業で「うま
くいっている」割合は66.8％なのに対して、「全く積極的ではない」企業の「うまくいって
いっている」割合は74.3％と高くなっている（図表41）。「アウトソーシングの活用」と教
育・能力開発に対する評価との関係では、取り組みの積極度の高低によるきれいな相関は見
られないが、「積極的」に「アウトソーシングの活用」を進めている企業で教育・能力開発
が「うまくいっている」とする割合は75.2％なのに対して、「全く積極的ではない」企業で
「うまくいっている」とする割合は65.1％と10ポイントほど低くなっている（図表42）。
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「既存の主力製品・サービスの充実・専業性の強化」に取り組んでいるのは、自社の強み
に、より多くの資源を投入しようとする企業で、自前の教育・能力開発についても積極的に
取り組んでいると考えられ、その効果が教育・能力開発の評価に出ているといえそうだ。こ
れに対して、「人件費の削減」を積極的に進める企業では、同様に教育への投資も抑えられ
て、その効果も限定的になるということだろう。「アウトソーシングの活用」は「人件費の
削減」と同様の意味で捉えられることが多いが、教育・能力開発への影響では、異なった動
きを示した。今や「アウトソーシングの活用」は、産業全般に広く広まっており、もっぱら
人件費の削減を目的としたものばかりでなく、人材活用全般の積極度を示しているともいえ
そうだ。その積極性が教育・能力開発の取り組みにつながり、「うまくいっている」割合を
高めていると思われる。
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ウ．職場の状況が育成・能力開発に与える影響
職場の状況では、「職場の全体の人数に比べて仕事の量が多すぎる」「若手が責任のある仕

事に取り組んでいる」「仕事上で助け合う雰囲気がある」「専門的知識を要する仕事が多い」
について、教育・能力開発に与える影響をみてみよう。
「仕事量が多い」ことを肯定（「あてはまる」「ややあてはまる」）する企業で、教育・能力
開発が「うまくいっていない」割合をみると、「あてはまる」企業で37.7％、「ややあてはま
る」企業では35.7％と、否定する企業（「あまりあてはまらない」29.4％、「あてはまらない」
33.3％）を上回っており、「仕事量が多い」職場では、教育・能力開発が「うまくいってい
ない」ことがわかる。仕事量の多い職場では、後輩の指導に時間を割くことが難しいため、
教育・能力開発が「うまくいっていない」と考えられる（図表43）。
「責任ある仕事に取り組んでいるか」では、「あてはまる」（取り組んでいる）企業ほど、
教育・能力開発が「うまくいっている」割合も高くなっている。若手に責任のある仕事を任
せている企業（「あてはまる」企業）では、教育・能力開発が「うまくいっている」割合は
79.8％と、「うまくいっていない」割合の17.9％を大きく上回っている。一方、若手に責任の
ある仕事を任せていない企業（「あてはまらない」企業）では、教育・能力開発が「うまく
いっている」「うまくいっていない」割合は、それぞれ45.7％、45.7％と拮抗している。責任
ある仕事を任せることが、若年者の教育・能力開発の効果を高めるポイントといえそうだ
（図表44）。
職場が「部下や後輩を育てようという雰囲気がある」状況に、「あてはまる」とする程度
が高い企業ほど、教育・能力開発が「うまくいっている」割合が高くなっている。育てる雰
囲気に「あてはまる」企業では、「うまくいっている」割合は87.3％と、「うまくいっていな
い」割合の9.8％を大きく上回っている。逆に、「あてはまらない」企業では、「うまくいっ
ていない」割合が77.4％で、「うまくいっている」割合の18.9％を大きく上回っている（図表
45）。
「仕事上で助け合う雰囲気がある」状況が教育・能力開発に与える影響についても、同様
の結果を示している。「助け合う雰囲気」に「あてはまる」程度が高い企業ほど、教育・能
力開発が「うまくいっている」割合も高くなっている。「あてはまる」企業では、「うまく
いっている」割合（85.5％）が「うまくいっていない」割合（12.3％）を大きく上回ってい
る。逆に、「あてはまらない」企業では、「うまくいっていない」割合（70.0％）が「うまく
いっている」割合（23.3％）を大きく上回っている。当然と言えば当然かもしれないが、職
場の雰囲気の影響は大きいようだ（図表46）。
「専門知識を要する仕事が多い」職場でも、「育てる雰囲気」「助け合う雰囲気」ほどでは
ないが、「あてはまる」企業ほど、教育・能力開発が「うまくいっている」割合が高くなっ
ている。専門知識を習得させるためには、教育訓練に力を入れる必要があり、その積極性が
教育・能力開発の成果に結びついていると考えられそうだ（図表47）。
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エ．経営状態、非正規率、採用方針が育成・能力開発に与える影響
当然のことながら、企業の経営状態は、人材育成にどれだけの資源を投入できるかに大き

な影響を与える。ここ３年間の営業利益の増減の変化と教育・能力開発が「うまくいってい
る」かどうかの関係をみると、大きな違いではないが、営業利益が増加している企業で「う
まくいっている」割合が高い。営業利益が「増加」「やや増加」した企業で、「うまくいって
いる」割合は、それぞれ78.5％、72.4％。一方、営業利益が「変わらない」「やや減少」「減
少」した企業は、それぞれ72.2％、66.5％、62.5％となっている。営業利益が「減少」して
いるとする企業では、３割以上が教育・能力開発が「うまくいっていない」としている（図
表48）。
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全社員における非正社員（派遣、請負除く）の比率と教育・能力開発の効果の関係につい
てみると、おおむね非正社員比率が低いほど、「うまくいっている」とする企業割合が高く
なっている。非正社員比率が「10％未満」の企業で、「うまくいっている」割合は69.6％な
のに対して、「70％以上」の企業では「うまくいっている」割合は52.2％となっている。非
正社員をめぐる課題として、教育訓練機会の少なさを指摘する声も大きい。これを企業側か
らみると、もともと企業の教育・能力開発システムは、長期雇用の正社員向けに設計されて
おり、非正社員の増加に対応できていないといえるのではないだろうか（図表49）。
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企業の採用方針のタイプによって、教育・能力開発が「うまくいっている」かどうかの違
いをみる。「新卒採用が中心」「どちらかといえば新卒採用が中心」「どちらかといえば中途
採用が中心」「中途採用が中心」の４タイプで、教育・能力開発が「うまくいっている」割
合をみると、「新卒採用が中心」が70.7％ともっとも高く、次いで「どちらかといえば新卒
採用が中心」（68.8％）となっている。「中途採用が中心」「どちらかといえば中途採用が中
心」では、「うまくいっている」の割合がそれぞれ64.1％、63.9％となっており、大きな違い
ではないが、新卒採用派の企業で、「うまくいっている」割合が高くなっている（図表50）。

（６）育成・能力開発の取り組み方針

若年技能系正社員の育成・能力開発に関する今後の取り組み方針について、今後、育成・
能力開発の対象をどのように考えるかでは、「全体の底上げ重視」（「社員全体の底上げを重
視」と「社員全体の底上げを重視に近い」の合計）が73.7％と７割を超え、「選抜重視」
（23.8％、「選抜教育を重視」と「選抜教育を重視に近い」の合計）を上回っており、従業員
規模による差はほとんどみられない（図表51）。
今後、どこが育成・能力開発を主導するかについては、「現場主導」（「現場主導で進める」

と「現場主導で進めるに近い」の合計）とする企業割合が87.1％と圧倒的で、「人事部門中
心」（10.6％、「人事・労務部門などを中心に進める」と「人事・労務部門を中心に進めるに
近い」の合計）は少数派。しかし、従業員規模別では、「300～999人」「1000人以上」で、
「現場主導」色が薄れ、「人事部門主導」の色彩が若干強くなる傾向となっている（図表52）。
今後の能力開発の責任の所在については、「企業の責任」（「企業の責任で進める」と「企
業の責任で進めるに近い」の合計）と考える割合が72.8％と高く、「個々人の責任」（24.7％、
「従業員個々人の責任で進める」と「従業員個々人の責任で進めるに近い」の合計）を大き
く上回っており、従業員規模による差はほとんどない（図表53）。
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育成・能力開発では、職場でのOJTが中心的役割を果たすことは間違いないが、より高
い技能の習得や体系的な知識の蓄積などには、Off―JTの機会も必要不可欠となる。今後、
Off―JTの機会をどうしていくかについては、「現状維持」とした企業の割合が50.5％でもっ
とも高く、次いで「増加」（「増やしたい」と「やや増やしたい」の合計）が44.8％で、「減
少」（「減らしたい」と「やや減らしたい」の合計）は1.0％とごく僅かにすぎない（図表54）。
この傾向は、従業員規模別でみてもほとんど差が認められない。業種による違いもあまりみ
られない。
では今後、どのような内容のOff―JT に力を入れたいと考えているかについては（複数

回答）、「仕事や作業をスムーズに進める上で必要な専門知識・技能を習得させるためのも
の」をあげる企業割合が58.8％ともっとも高く、次いで「４Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔）
など仕事をするうえで基本的な心構えを身につけさせるためのもの」（48.1％）、「仕事に関
連した資格を取得するためのもの」（37.4％）、「OJTでは習得が難しい体系的な知識・技能
を習得させるためのもの」（32.4％）などの順となっている（図表55）。従業員規模別にみる
と、基礎的ともいえる「４Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔）など、仕事をするうえで基本的な
心構えを身につけさせるためのもの」は、中堅・大手では割合が少なく、「OJTでは習得が
難しい体系的な知識・技能を習得させるためのもの」については、規模が大きいほど割合が
高くなり、「1000人以上」では62.5％と、他の項目に比べてもっとも高い割合を示している。
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４．若年技能系非正社員の育成・能力開発

（１）若年技能系非正社員の状況

製造現場には正社員だけでなく、パートタイム労働者や「期間工」「季節工」「契約社員」
と呼ばれるフルタイムで働く契約労働者とともに、「派遣労働者」「請負労働者」などが働い
ている。
本調査では、直接雇用関係にあるパートタイム労働者と契約労働者（定年後の再雇用、雇
用延長者を除く）を取り上げ、35歳未満の若年技能系非正社員の育成・能力開発について聞
いたところ、そのような若年技能系非正社員が製造現場で働いているかどうかについては、
働いて「いる」企業が34.3％と３社に１社の割合で、残りの６割強（63.2％）は「いない」
としている。しかし、これは従業員規模による違いが大きく、規模が大きいほど非正社員が
「いる」割合が高まる。「300人未満」では、「いる」が32.8％なのに対して、「300～999人」
「1000人以上」はそれぞれ、53.9％、70.8％と大幅に割合が高くなっている（図表56）。
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製造現場で働いている若年技能系非正社員の人数については、「１～４名」とした企業割
合が44.8％ともっとも高く、次いで「10～29名」（23.6％）、「５～９名」（19.9％）、「30～49
名」（4.1％）、「50～99名」（3.9％）、「100名以上」（3.2％）の順。これは、従業員規模別によ
る違いが大きい。「300人未満」では、この規模階層が約９割を占めるため全体集計とほぼ同
じ傾向で、「１～４名」の割合が48.1％ともっとも高く、92.9％が30名未満となっている。
「300～999人」では、「10～29名」の割合が30.5％ともっとも高く、３社に１社以上となる
35.4％が50名以上と回答している。さらに、「1000人以上規模」では、50.0％と半数の企業が
「100名以上」としている（図表57）。

では、製造現場で、若年技能系非正社員にはどのような仕事が与えられているかについて、
調査では「普通」と「特に優秀」な２つのレベルに分けて聞いている。普通の若年技能系非
正社員については、「補助的ではないが、きまった範囲の仕事」をあげる割合が44.5％ともっ
とも高く、僅差で「当面の業務の必要に応じて様々な仕事」（41.1％）が続き、間があいて
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「補助的な仕事」（8.7％）の順となっている。仕事を通じた能力開発が望めるような「育成
のため積極的に高度な仕事」をあげた企業は2.7％と僅かにすぎなかった。この傾向は、従
業員規模別にみても、大きな違いはない（図表58）。
一方、特に優秀な非正社員では、「当面の業務の必要に応じて様々な仕事」をあげる割合

が47.1％ともっとも高いことは、「普通」と比べても、さほどの違いはないが、次いで「育
成のため積極的に高度な仕事」が27.1％と２番手に続いているのが大きな違いである。これ
を従業員規模別にみると、規模が小さいほど「高度な仕事」を与える割合は高くなっている。
「300人未満」「300～999人」「1000人以上」で、それぞれ27.7％、22.0％、20.6％であり、人
材確保に苦労している中小企業が、若年技能系非正社員の育成・能力開発について、期待を
かけ、意欲的に行っている様子が窺われる結果となっている（図表59）。
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（２）若年技能系非正社員の育成・能力開発への取り組み

技能系の若年非正社員を対象とした、研修やキャリア相談など、育て上げるための仕組み
はどのようになっているのだろうか。技能系非正社員を対象にしている取り組み（全員また
は一部を対象）として、過半数の企業があげたのが「職場での改善提案・QCサークルの奨
励」（54.9％）、「正社員を指導者とするなどした計画的OJT」（51.1％）で、次いで「採用時
に社内の研修を受講させる」（45.1％）、「定期的に社内の研修を受講させる」（33.0％）と続
き、その他、「社外の研修を受講させる」（26.8％）、「自己啓発活動の奨励・支援」（26.5％）
の順となっている。「キャリアに関する相談の機会をもうける」のは17.3％と少ない。全員
対象と選抜者対象（一部対象）で比較してみると、「社外の研修受講」で、「全員」だと６位
（9.7％）なのに対して、「選抜」では１位（17.1％）となっているのが目立っている（図表60）。

（３）正社員転換制度の状況

若年者に限らず、技能系の非正社員を正社員に登用する制度があるかどうか聞いたところ、
「制度はないが、慣行として正社員に登用されることがある」と慣行による正社員転換をあ
げた企業の割合が35.9％ともっとも高く、次いで「制度・慣行ともなく、制度の設置も検討
していない」と、正社員転換を考えていない企業が31.3％と続き、「正社員登用制度がある」
と答えた企業は17.4％にとどまっている。つまり、過半数（53.3％）の企業が、何かしらの
正社員転換ルートをもっていることがわかる。また、「制度も慣行もないが、制度の設置を
検討中」の企業は7.4％となっている。
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これは、従業員規模による違いが大きく、「正社員登用制度がある」企業は、「300人未満」
では16.1％だが、「300～999人」は36.8％、「1000人以上」では43.8％と、規模が大きいほど
割合が高くなっている。「慣行として登用されることがある」と「制度も慣行もなく、検討
もしていない」は、規模が小さいほど、割合が高くなっている（図表61）。

では、正社員登用の制度や慣行がある企業で、過去３年間に、正社員に転換した登用実績
はどれだけあるのだろうか（無回答除く）。制度を持っていても、４割の事業所で実績がな
い結果となっている。登用実績のある６割の内訳は、「１人」がもっとも多く、次いで「２
人」「４～９人」「３人」などとなっており、２桁の「10人以上」は5.1％と僅かだ（図表62）。
また、正社員登用に当たって、どのような点を重視しているか聞いたところ（複数回答）、

「仕事に対する意欲」が82.0％ともっとも割合が高く、次いで、「技能・知識のレベル」
（67.6％）、「登用時までの実績」（51.0％）などの順となっている（図表63）。
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若年の技能系非正社員を対象に、今後積極的に取り組みたいと考えている人事管理につい
て聞いたところ、「積極的に進めていきたいと考えている取り組みはない」とする企業の割
合が28.1％ともっとも高くなっているものの、「個々の非正社員の能力や実績の違いに応じ
た仕事への配置」（27.3％）、「正社員への登用」（20.3％）、「若年非正社員全体を対象とした
底上げ的な教育訓練の強化」（18.0％）などが、取り組みたい人事管理施策としてあげられ
ている（図表64）。従業員規模別にみると、あまり規模による違いはないが、「正社員への
登用」については、規模が大きくなるほど、取り組みたいと考える企業割合が高くなってい
るのが目立っている。
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５．若年層のものづくり産業に対する関心を高めるための工夫

ここまで、機械金属産業における、若年の技能系正社員と非正社員の採用・能力開発の実
態について、調査結果を紹介してきた。今回の調査で、製造業、とくに、いわゆる「ものづ
くり産業」といわれる機械金属産業を取り上げ、若年者の技能育成に焦点を当てた背景は、
「若年者の製造業離れ」が様々な場面で叫ばれ、また、労務構成のゆがみや製造現場の疲弊
による技能継承の困難さが指摘されており、わが国のものづくり産業を維持・発展させるた
めには、若年技能者の育成が欠かせないとの問題意識からだ。設問では、若者たちにもっと
製造業に興味を持ってもらうためには、どのようなことが重要かについても聞いている（複
数回答）。もっとも多くの企業があげたのは「中学校などにおいて、農林水産業、建設業、
製造業など、ものをつくる産業の意義について学習する機会を増やす」で45.0％、次いで
「小・中学校などにおいて、ものづくり現場に触れ、技術者や技能者から話を聞く機会を増
やす」が39.7％、「工業高等学校などにおいて、より知識習得に重点を置いた教育を増やす」
が33.2％となっており、「高等専門学校、工業系大学・大学院などにおいて産学連携の機会
を増やす」（21.6％）、「待遇の改善がなされない限り、妙案はない」（16.1％）と続く。「製造
業離れは特に感じていない。または特に問題だと感じていない」とする企業は13.8％と少数
に止まった。従業員規模別にみると、規模が小さいほど「待遇の改善がなされない限り、妙
案はない」とする企業割合が高いのが目立つ（図表65）。



第Ⅱ部
ものづくり現場の中核を担う
技能者の現状と課題に関する調査
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第１章　調査の概要

１．調査の目的

高い技術に支えられた「ものづくり」産業はわが国の強みの一つである。今後、わが国が
持続的に発展していくためには、「ものづくり」産業において専門的な知識・技術をもった
技能者を育成していくことが必要不可欠である。
本調査は、「ものづくり」企業において、中核的存在として、競争力を支える技能者（「技

能系正社員1」のうちの「中核的技能者２」）の確保・育成について着目し、各社がどのよう
な取り組みを行っているか実態を明らかにすることを目的としている。

２．調査方法

郵送による調査票の配布・回収

３．調査対象

全国の日本標準産業分類（平成19年11月改定）による項目「Ｅ　製造業」に分類される企
業（以下「製造業の企業」という。）のうち、プラスチック製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属
製造業、金属製品製造業、はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具
製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造
業、情報通信機械器具製造業、化学工業の従業員数30人以上の企業10,000社（帝国データバ
ンクの企業データベースから業種・規模別に層化無作為抽出）。

４．調査期間

2011年11月22日（火）～12月２日（金）

５．有効回収数

2,608社（有効回収率：26.1％）

１　「技能系正社員」…�製造現場でものの製造（切削、加工、組立、検査等）を直接担当している正社員。

２　「中核的技能者」…�技能系正社員のうち、事業活動において中心的な役割を果たし、企業の強みや競争力を

支える者。
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第２章　　回答企業のプロフィール
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第３章　技能者として働く就業者の状況

１．採用状況

（１）新卒採用

製造現場でものの製造（切削、加工、組立、検査など）を直接担当する正社員（以下「技
能系正社員」という）について、過去３年間（2009年度～2011年度）における新卒採用の状
況を聞いたところ、各年度とも「実施しなかった」が「実施した」を上回った（図表３－１
－１）。

過去３年間に新卒採用を実施した企業に対し、採用した技能系正社員の最終学歴を複数回
答で聞いたところ、「工業科高校卒」の割合が65.5％と最も高く、「工業科以外の高校卒」
（43.2％）、「大学卒」（33.9％）が続いた（図表３－１－２）。
最も採用人数の多かった最終学歴は、「工業科高校卒」（42.3％）がトップ。次いで「工業
科以外の高校卒」（23.3％）、「大学卒」（14.4％）の順となった（図表３－１－３）。
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過去３年間に新卒採用を実施しなかった企業の内訳をみると、「募集を行わなかった」が
約８割（82.5％）となり、これに続く「募集を行ったが応募者の中に求める人材がいなかっ
た」（6.7％）、「その他」（6.4％）はそれぞれ１割以下となった（図表３－１－４）。
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2012年の技能系正社員の新卒採用予定については、「採用しない」が過半数（52.8％）と
なり、「採用する」の42.0％を約10ポイント上回った。
従業員規模別（正社員のみ。以下同じ）にみると、「採用する」の割合は規模に比例して

高くなっており、「300人未満」では約４割、「300～999人」では約７割、「1000人以上」では
約９割となっている（図表３－１－５）。

「採用する」と回答した企業に採用人数を聞いたところ、「３人未満」と回答した企業の割
合が55.4％と最も高く、「３～５人未満」（21.0％）、「５～10人未満」（15.4％）と続いた（図
表３－１－６）。

（２）中途採用

一方、過去３年間における中途採用の実施状況については、2009年度は「実施しなかっ
た」が「実施した」を上回ったが、2010年度及び2011年度は僅差ながら「実施した」が「実
施しなかった」を上回った（図表３－１－７）。
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過去３年間のいずれかの年度に中途採用を実施したと回答した企業に対し、採用した技能
系正社員の年齢層を複数回答で聞いた。「29歳以下」と答えた企業の割合が65.7％と最も高く、
僅差で「30～39歳」（63.4％）が続いた。これに「40～49歳」が約３割（32.7％）で続いた
（図表３－１－８）。最も採用人数の多かった年齢層については、「29歳以下」（39.8％）、「30
～39歳」（39.0％）をそれぞれ約４割の企業があげており、「40～49歳」（11.4％）がこれに続
いた（図表３－１－９）。
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技能系正社員を中途採用する際、最も重視している点と２番目に重視している点を複数回
答で聞いた。最も重視している点のトップは「専門的知識・技能の水準」で53.8％の企業が
あげている。これに「これまでの職歴」（16.4％）、「年齢」（9.9％）が続いた。
一方、２番目に重視している点については、「これまでの職歴」（30.9％）、「年齢」（18.5％）、

「専門的知識・技能の水準」（11.5％）の順となった（図表３－１－10）。

過去３年間に中途採用を実施しなかった企業の内訳をみると、「募集を行わなかった」が
87.3％と圧倒的に高く、続く「募集を行ったが応募者の中に求める人材がいなかった」
（7.3％）、「その他」（4.2％）はそれぞれ１割に満たなかった。従業員規模別にみると、「1000
人以上」では、すべての企業が「募集を行わなかった」と回答している（図表３－１－11）。
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２．年齢構成

技能系正社員年齢構成をみるため、40歳未満の若年層の割合を聞いた。「50％～69％」が
最も高い割合を示した。
従業員規模別にみると、この「50％～69％」の層は従業員規模が大きくなるほど高くなっ
ており、「300人未満」では約３割（32.5％）だが、「1000人以上」では約半数（48.1％）を占
めている（図表３－２－１）。
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３．担当する仕事分野

製造現場で技能系正社員が担当する主な仕事分野を２つまで聞いた。最も高い割合を示し
たのは「切削、研削、溶接、熱処理などの加工作業」で53.3％の企業があげた。これに「組
立・調整の作業」（44.8％）、「製品の検査・点検作業」（38.5％）が続いた。
従業員規模別に集計すると、「切削、研削、溶接、熱処理などの加工作業」は規模が小さ

いほど割合が高く、逆に「製造設備の操作・監視作業」は規模が小さいほど割合が低くなる
傾向がみられた（図表３－３－１）。

４．熟練技能の伝承・継承のための取り組み

企業において、熟練技能の伝承・継承のために取り組んでいることを複数回答で聞いた。
最も高い割合を示したのは「日々の業務を通じた継承」で約８割（80.7％）となった。これ
に「ベテラン社員の雇用延長」（56.3％）、「技能やノウハウの“みえる化”“標準化”」
（45.6％）が続いた。
従業員規模別にみると、いずれの取り組みも規模が大きくなるほど、回答割合が高くなる
傾向がみられたが、とくに「技能のノウハウの“みえる化””標準化“」「若手人材の継続的
な採用・確保」「計画的なOJT による継承」「技能やノウハウのデータベース化」で顕著
だった。
同規模・同業種の企業と比較して、「技能者の質」や「人材育成」が「優れている」とす
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る企業では、ほとんどの取り組みについて、「普通」「劣っている」と答えた企業よりも高い
割合を示している（図表３－５－１）。
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第４章　中核的技能者の確保・育成について

１．中核的技能者に求められること

技能系正社員のうち、企業の事業活動において中核的な存在として、競争力を支える「中
核的技能者」について、仕事を「一人前」にこなせるようになることに加え、どのようなこ
とが求められるかを複数回答で聞いた。
最も求められることとしては、「製造現場のリーダーとして、ラインの監督業務や、部

下・後輩の指導を担当できること」が約半数（49.3％）を占めた。次いで、「製造現場にお
いて、多くの機械を受け持ったり（「多台持ち」）、複数の工程を担当できる（「多工程持ち」）
こと」（17.3％）、「設備改善・改造や冶工具などを含めた生産工程全般にわたる作業を担当
したり、試作・開発・設計に参加できること」（14.5％）の順となった。
２番目に求められることでも「製造現場のリーダーとして、ラインの監督業務や、部下・

後輩の指導を担当できること」が24.5％とトップで、これに「設備改善・改造や冶工具製作
などを含めた生産工程全般にわたる作業を担当したり、試作・開発・設計に参加できるこ
と」（19.1％）、「製造現場において、多くの機械を受け持ったり（「多台持ち」）、複数の工程
を担当できる（「多工程持ち」）こと」（18.4％）が続いた。
ほとんどの業種・規模で「製造現場のリーダーとして、ラインの監督業務や部下・後輩の

指導を担当できること」がトップにきているが、「情報通信機械器具製造業」では、「設備改
善・改造や冶工具製作などを含めた生産工程全般にわたる作業を担当したり、試作・開発・
設計に参加できること」が37.0％と最も高い割合を示した。「最も近い生産形態」とのクロ
ス集計では、「試作開発中心」において、「設備改善・改造や冶工具製作などを含めた生産工
程全般にわたる作業を担当したり、試作・開発・設計に参加できること」の割合が約３割
（32.4％）と他の生産形態よりも高い数値となった（図表４－１－１）。

２．中核的技能者に求められる知識・ノウハウ

中核的技能者に求められる技術・技能分野の知識・ノウハウを複数回答で聞いたところ、
「品質管理に関する知識・ノウハウ」と答えた企業の割合が約８割（79.3％）と最も高く、
これに「生産ラインの合理化・改善に関する知識・ノウハウ」（68.4％）、「設備の保全や改
善のための知識・ノウハウ」（58.5％）が続いた。
業種別にみても、この３つの割合が高くなっているが、さらに「生産用機械器具製造業」

では、「設計に関する知識・ノウハウ」をあげる企業が約半数あったほか、「情報通信機械具
製造業」では、「多品種少量生産に関する知識・ノウハウ」、「電子・電気回路に関する知
識・ノウハウ」がそれぞれ約５割と相対的に高い割合を示した。
従業員規模別の集計では、「設備の保全や改善のための知識・ノウハウ」「生産ラインの合

理化・改善に関する知識・ノウハウ」「環境管理に関する知識・ノウハウ」は規模が大きく
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なるほどその割合が高くなる一方で、逆に「高精度機械加工に関する知識・ノウハウ」につ
いては、規模が小さいほど割合が高くなる傾向がみられた（図表４－２－１）。
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３．中核的技能者の確保手段

中核的技能者を主にどのように確保しているか聞いたところ、「新卒採用して育成」
（40.5％）と「中途採用者を育成」（39.0％）がともに約４割でほぼ拮抗した。「即戦力を中途
採用」は15.1％だった。
従業員規模別にみると、「新卒採用して育成」と答えた企業の割合は、規模が大きくなる

にしたがって高くなる傾向にあり、「1000人以上」では約８割となった。一方、「中途採用を
育成」「即戦力を中途採用」の割合はこれとは逆に規模が大きくなるにしたがって低くなっ
ている。
同規模・同業種の企業と比較して、技能者の質や人材育成が「優れている」又は「普通」

と答えた企業では、「劣っている」と回答した企業に比べて、「新卒採用して育成」の割合が
高くなっている（図表４－３－１）。
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４．中核的技能者の育成方針

中核的技能者の育成方針を聞いた。まず、育成・能力開発の対象について、「Ａ　選抜教
育を重視」、「Ｂ　社員全体の底上げを重視」のどちらに近いかについては、Ａ（「Ａである」
と「Ａに近い」の合計。以下同じ）と答えた企業の割合は、約３割（28.4％）だったのに対
し、Ｂ（「Ｂである」と「Ｂに近い」の合計。以下同じ。）と答えた企業の割合は約７割
（68.6％）となり、底上げ重視派が大きく上回った。従業員規模別の集計では、規模が大き
くなるほど、選抜教育を重視する割合が高まっているものの、顕著な差は現れなかった（図
表４－４－１）。
社内で育成・能力開発を主導する部署については、「Ａ　現場主導で進める」、「Ｂ　人事

部門などを中心に会社主導で進める」のどちらに近いかを聞いたところ、Ａと答えた企業の
割合は約８割（77.5％）だったのに対し、Ｂは約２割（19.5％）にとどまった。社内で育成・
能力開発を主導する部署については、従業員規模間で顕著な差はあまりみられなかった。た
だし、「1000人以上」の大企業では、現場主導型の割合が他の規模よりもやや高くなってい
る（図表４－４－２）。
能力開発の責任の所在については、「Ａ　企業の責任で進める」か「Ｂ　従業員個々人の

責任で進める」のどちらに近いかを聞いた。Ａと答えた企業の割合は約７割（72.2％）で、
Ｂと答えた企業の割合（24.7％）を大きく上回った。従業員規模別の集計では、規模が小さ
くなるほど「従業員個々人の責任で進める」と回答する割合が高くなっており、「300人未
満」では25.3％があげている（図表４－４－３）。
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５．中核的技能者の育成・能力開発を目的とした取り組み

中核的技能者の育成・能力開発を目的として実施している取り組みを複数回答で聞いた。
「主要な担当業務のほかに関連する業務もローテーションで経験させる」（41.2％）、「仕事の
内容を吟味して難しい仕事を経験させる」（40.9％）が共に約４割となり、これに「計画に
そって進めるOJT」（31.1％）が続いた。
「計画にそって進めるOJT」の割合は従業員規模が大きくなるにしたがって高くなってお
り、「300人未満」では約３割だったものが、「300～999人」では５割、「1000人以上」では約
８割となっている。
また、「主要な担当業務のほかに関連する業務もローテーションで経験させる」「研修など

のOff－ JT」「自己啓発活動の支援」も規模が大きくなるにしたがって回答割合が高くなっ



― 73 ―

ている。
同規模・同業種の企業と比較して、人材育成が「優れている」「普通」と回答した企業で

は、「劣っている」と回答した企業に比べ、「計画に沿って進めるOJT」の割合が10ポイン
ト以上高くなっている。また、「優れている」企業では、「普通」「劣っている」企業よりも
「研修などのOff－ JT」「自己啓発活動支援」の割合が10ポイント以上高い結果となった（図
表４－５－１）。
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「研修などのOff－ JT」と回答した企業に対し、その具体的な内容を複数回答で聞いたと
ころ、「仕事や作業をスムーズに進める上で必要な専門知識・技能を習得させるもの」が
55.4％と最も高い割合を示した。次いで、「OJTでは習得が難しい体系的な知識・技能を習
得させるもの」（46.6％）、「組織経営や部下の指導・育成に関するもの」（43.3％）の順となっ
た。
従業員規模別にみると、「OJTでは習得が難しい体系的な知識・技能を習得させるもの」

「組織経営や部下の指導・育成に関するもの」は規模が大きくなるほど回答割合も高くなっ
ている。逆に「仕事や作業をスムーズに進める上で必要な専門知識・技能を習得させるも
の」「仕事に関連した資格を取得するためのもの」「新たに導入された（導入予定の）設備機
器等の操作方法に関する知識・技能を習得させるためのもの」は規模が小さい企業ほど回答
割合が高くなった（図表４－５－２）。
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自己啓発支援を行っていると回答した企業に、その具体的内容を複数回答で聞いたところ、
「受講料などの金銭的補助」が約９割（92.6％）と他の項目に比べて圧倒的に高い割合を示
した。続く「教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供」は44.9％、「社内での自主的な
勉強会に対する援助」は26.4％だった。
従業員規模別の集計をみると、「教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供」「キャリア

に関する相談機会を設ける」は「1000人以上」の大企業で相対的に高い割合となった（図表
４－５－３）。

６．中核的技能者に求められる能力の明確化

中核的技能者に求められる仕事上の能力を明確にしているかどうかを聞いたところ、「明
確にしている」（「明確にしている」と「やや明確にしている」の合計）と答えた企業の割合
は約４割（38.0％）だった。一方、明確にしていない（「あまり明確にしていない」と「明
確にしていない」の合計）も約４割（40.9％）でほぼ拮抗した。
特に「情報通信機械器具製造業」では、「明確にしている」とする企業の割合は他業種よ

りも高く、約５割（48.1％）となっている。一方、「明確にしていない」とする割合が高かっ
たのは「はん用機械器具製造業」で約半数（46.3％）があげている。
従業員規模別にみると、「300～999人」「1000人以上」では「明確にしている」企業の割合

が「明確にしていない」企業の割合を上回っており、特に「1000人以上」規模では約７割
（70.3％）となった（図表４－６－１）。
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同規模・同業種の企業と比較して、「技能者の質」や「人材育成」が「優れている」と回
答した企業では、「普通」または「劣っている」と回答した企業に比べて、「明確にしてい
る」の割合が高くなっている。特に「人材育成」が優れているとする企業では、「普通」と
する企業より約20ポイント、「劣っている」とする企業より約30ポイントも上回った（図表
４－６－２）。
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能力要件を明確にしていると答えた企業に対し、明確にした能力水準をどのように活用し
ているかを複数回答で聞いたところ、「昇格・昇進の基準としている」が75.4％と最も高い
割合を示した。これに「技能者の業績評価で活用している」（67.4％）、「従業員の配置・異
動の際の参考としている」（38.8％）が続いた。
従業員規模別の集計では、「昇格・昇進の基準としている」「技能者の業績評価で活用して

いる」は「300～999人」で最も高い割合となった。「教育訓練・能力開発の指針・目安とし
ている」は規模が大きくなるにつれ回答割合が高くなっており、「1000人以上」規模では約
６割（63.2％）があげている（図表４－６－３）。
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能力要件を従業員にどのように伝達しているかについては、「人事評価の際の従業員との
コミュニケーションを通じて」を約半数（49.4％）の企業があげ、これに僅差で「教育訓
練・能力開発の計画、目標を示すことを通じて」（47.8％）、「日常業務における目標を示す
ことを通じて」（47.7％）が続いた。
従業員規模別にみると、「人事評価の際の従業員とのコミュニケーションを通じて」は規
模が大きくなるほど回答割合が高くなっており、「1000人以上」では約７割（73.7％）が回
答している。また、「人事制度・賃金制度を社員に公開することで」は「300～999人」で最
も回答割合が高く、約６割（59.1％）となった（図表４－６－４）。

７．中核的技能者に求められる仕事上の能力水準を把握する方法

企業では中核的技能者に求められる仕事上の能力水準をどのように把握しているのだろう
か。突出して回答割合が高かったのは「日常業務の観察」で約９割（90.5％）の企業があげ
ている。これに「個人の業績を参考にする」（45.8％）、「社員面接の実施」（32.5％）が続い
た。
従業員規模別にみると、「社員面接の実施」「社内試験・検定の実施」「個人の業績を参考
にする」は規模に比例して回答割合が高くなる傾向がみられた（図表４－７－１）。
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８．中核的技能者への処遇

中核的技能者に対して行っている処遇を複数回答で聞いた。「給与を高くするなど金銭面
で優遇」が64.1％と最も高く、「昇進・昇格を速めている」（55.9％）、「雇用延長や再雇用の
対象者を選抜する際に優先」（20.7％）がこれに続いた。「給与を高くするなど金銭面で優遇」
と答えている企業の割合は「300人未満」では65.5％があげているが、「300～999人」では約
５割（51.5％）、「1000人以上」では約３割（33.3％）と規模が大きくなるほど割合が低くな
る傾向にある。また、「1000人以上」では「特別な処遇はしてない」と答えた企業が約４分
の１（25.9％）もあった（図表４－８－１）。

９．中核的技能者になるまでの年数

技能系正社員が中核的技能者になるまで、採用時からおおむねどのくらいの年数がかかる
かを聞いた。新入社員の場合、「10～15年未満」が約４割（39.0％）と最も高く、「５～10年
未満」（25.8％）、「15年以上」（21.1％）が続いた。
業種別にみると、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」では、「５年～10年未満」の割

合が30.5％と相対的に高く、「15年以上」の割合は一桁台（9.2％）と低いことがわかる。採
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用時から中核的技能者になるまでの平均年数をみても、8.5年と他業種に比べ短い。
従業員規模別では、規模が大きいほど、中核的技能者になるまでの年数が長いことがうか
がえる（図表４－９－１）。
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中途採用の場合は、「５～10年未満」が約４割（39.4％）と最も高く、次いで、「10～15年
未満」（24.0％）、「３～５年未満」（14.4％）の順となった。
業種別にみると、新卒採用の場合同様、「鉄鋼業」が最も長く、「電子部品・デバイス・電

子回路製造業」が最も短い。
従業員規模別にみると、規模が大きくなるほど、採用時から中核的技能者になるまでの平

均年数が長くなっている（図表４－９－２）。
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10．中核的技能者の育成状況

自社において中核的技能者の育成がうまくいっているかどうかを聞いた。「うまくいって
いる」（「非常にうまくいっている」と「うまくいっている」の合計）は38.9％だったのに対
し、「うまくいっていない」（「あまりうまくいっていない」と「まったくうまくいっていな
い」の合計）は58.7％となった（図表４－10－１）。

従業員規模別では、「1000人以上」では「うまくいっている」企業の割合が高くなってい
るが、「300～999人」では「うまくいっている」と「うまくいっていない」がほぼ拮抗、
「300人未満」では後者が約６割（59.9％）と、規模が小さくなるほど「うまくいっていない」
割合が高くなっている（図表４－10－２）。

中核的技能者に求められる仕事上の能力の明確化との関係でみると、「明確にしている」
と回答した企業では、「うまくいっている」が54.1％と「うまくいっていない」（44.9％）を
上回った。一方、（能力の明確化について）「どちらともいえない」（39.8％）、「明確にして
いない」（24.9％）と回答している企業ではいずれも「うまくいっていない」の方が上回っ
ている。能力要件の明確化が中核的技能者の育成においてひとつの鍵を握っているといえる。
中核的技能者の確保手段との関係では、「新卒採用して育成」している企業では、「うまく
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いっている」割合が44.0％となり、「中途採用者を育成」（36.6％）している企業や「即戦力
を中途採用」（34.3％）している企業を10ポイント以上上回っている。
また、育成・能力開発に向け、何らかの取り組みを実施している企業では、当然のことと

はいえ、取り組みを実施していない企業に比べ、うまくいっている割合が大きく上回った。
40歳未満の若年層の比率が高いほど、能力開発がうまくいく割合も高くなる傾向があるこ

ともわかった（図表４－10－３）。

うまくいっていると答えた企業に対し、その要因を複数回答で聞いたところ、「技能系正
社員の定着状況が良好だから」と答えた企業の割合が53.5％と最も高く、これに「適切な時
期にリーダー的な役割を担わせているから」（40.8％）、「職場内に技能者を育成していこう
という雰囲気があるから」（37.5％）が続いた。
従業員規模別の集計では、「技能系正社員の定着状況が良好だから」「OJTが効果的に行

われているから」は「1000人以上」の規模の回答割合が高く、それぞれ約７割、９割の企業
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があげている。また、「職場内に技能者を育成していこうという雰囲気があるから」は「300
～999人」で最も割合が高く、57.1％となった。
技能者の質が同規模・同業種の企業に比べ「優れている」とする企業では、「劣っている」
企業に比べ、「技能系正社員の定着状況が良好だから」「職場内に技能者を育成していこうと
いう雰囲気があるから」「優秀な人材を採用できているから」の割合が10ポイント以上高く
なっている。
また、人材育成が「優れている」企業では、「職場内に技能者を育成していこうという雰
囲気があるから」が「普通」「劣っている」企業よりも約16～18ポイント高い。一方、「劣っ
ている」企業では、「OJTが効果的に行われているから」の割合が、「優れている」「普通」
とする企業よりも10ポイント以上低くなっている（図表４－10－４）。
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一方、うまくいっていないと答えた企業にもその要因を聞いたところ、「育成を担う従業
員が不足しているから」が56.4％と最も高く、次いで、「効果的に教育訓練を行うためのノ
ウハウが不足しているから」（39.4％）、「新たに製造現場に配属される技能系正社員が少な
いから」（29.5％）の順となった。
従業員規模別の集計では、「育成を担う従業員が不足しているから」は「1000人以上」で

約８割（83.3％）と、他の規模が５割台なのに比べて目立った。「新たに製造現場に配属さ
れる技能系正社員が少ないから」も「1000人以上」規模で約４割（41.7％）と相対的に高い。
同規模・同業種の企業に比べ、人材育成が「劣っている」と回答した企業で、「育成を担

う従業員が不足しているから」「効果的に教育訓練を行うためのノウハウが不足しているか
ら」とする割合が相対的に高い結果となった（図表４－10－５）。
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11．中核的技能者の定着を高めるための取り組み

中核的技能者の定着を高めるためにどのような取り組みを行っているか複数回答で聞いた。
最も高い割合を示したのは「個人の成果を処遇に反映」で約半数（47.9％）の企業があげて
いる。これに「個人の能力を処遇に反映」（44.8％）、「会社の経営方針や経営戦略を従業員
に明確に示す」（42.0％）が続いた。
従業員規模別でみると、「賃金水準を高める」は「300人未満」で約４割（39.4％）と最も
高いが、規模が大きくなると割合は低くなり、特に「1000人以上」では約１割（11.1％）
だった。逆に「能力開発・教育訓練」は規模が大きくなるほど割合が高くなり、「300人未
満」では約３割（33.0％）だが、「1000人以上」では約８割（77.8％）となっている（図表４
－11－１）。

12．中核的技能者の過不足状況

中核的技能者の人数が適正かどうか聞いたところ、不足（「やや不足している」と「不足
している」の合計。以下同じ）と回答した企業の割合は約６割（58.7％）で、「適正」（「適
正である」と「ほぼ適正である」の合計。以下同じ）（37.8％）を上回った（図表４－12－
１）。
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業種別では、「化学工業」で「適正」が過半数（53.1％）となり、「不足」を上回った以外
は、「すべての業種」で「不足」が「適正」を上回った。とくに「非鉄金属製造業」、「輸送
用機械器具製造業」で、「不足」とする企業の割合が相対的に高い結果となった。
従業員規模別でみても、すべての規模で不足が上回っており、特に「300人未満」と「1000

人以上」では約６割と不足感が強く表れている（図表４－12－２）。
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不足と答えた企業に対し、不足への対応策を複数回答で聞いたところ、「中核的技能者の
候補を早期に選抜して育成する」と答えた企業の割合が46.7％と最も高く、これに「中途採
用の数を増やす」（27.8％）、「継承すべき技能の文書化・マニュアル化を行う」（27.7％）が
続いた。「具体的な対応策はとっていない」とする企業も16.3％あった。
従業員規模別にみると、「中核的技能者の候補を早期に選抜して育成する」は「300～999
人」で約６割（59.1％）と最も高かった。また「具体的な対応策はとっていない」とする企
業の割合は、「300人未満」では15.7％、「300人～999人」では21.2％だった（図表４－12－３）。
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第５章　海外での生産活動の展開等

１．円高の影響

円高の進展により、どのような影響を受けたか聞いたところ、「マイナスの影響」と答え
た企業の割合が54.6％と最も高かった。「ほとんど影響はない」は39.1％。「プラスの影響」
は１割に満たなかった。
業種別にみた場合、最もマイナスの影響の割合が高かったのは、「電子部品・デバイス・

電子回路製造業」（72.5％）で、これに「輸送用機械器具製造業」（62.2％）、「生産用機械器
具製造業」（60.0％）が続いた。
従業員規模別でみると、「300人未満」で「ほとんど影響はない」の割合が約４割（40.1％）

と他の規模よりも高くなっている（図表５－１－１）。

プラス、またはマイナスの影響を受けたと回答した企業に対し、影響への対応策を複数回
答で聞いた。「国内生産拠点の合理化・コストの削減」をあげた企業の割合が50.5％と最も
高く、「海外調達の増加」（19.6％）、「海外生産拠点の新設・拡充」（13.1％）が続いた。「と
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くに何もしていない」という回答も23.5％あった。
従業員規模別集計では、「国内生産拠点の合理化・コストの削減」「海外生産拠点の新設・
拡充」は規模に比例して回答割合が高くなっており、「1000人以上」ではそれぞれ約８割
（84.2％）、約６割（57.9％）となっている。「海外調達の増加」は「300～999人」で最も高く、
約３割（32.2％）の企業があげている（図表５－１－２）。

２．国内の生産現場の課題

現在、国内の生産現場において課題となっている点を複数回答で聞いた。「コスト削減」
と答えた企業の割合が約８割（82.6％）と最も高く、「製品の品質向上」（59.2％）、「生産リー
ドタイムの短縮」（40.2％）が続いた。
従業員規模別にみると、「1000人以上」で「生産変動への対応」が約７割（74.1％）と他

の規模が３割台なのに比して、大幅に高くなっている（図表５－２－１）。
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３．海外での生産活動の展開

海外で生産活動を展開しているか聞いたところ、「展開する予定はない」とする企業の割
合が約７割（70.7％）と最も高く、「展開している」（15.2％）、「展開していないが、検討し
ている」（13.0％）は２割以下にとどまった。
業種別では、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（23.7％）、「はん用機械器具製造業」

（22.2％）で、「展開している」と回答した企業の割合が他業種よりもやや高くなっている。
従業員規模別にみると、「展開している」の割合は規模が大きくなるほど高くなっており、

「300人未満」では１割台（13.1％）だったものが、「300～999人」では約４割（37.9％）、
「1000人以上」では約７割（66.7％）となっている。
生産形態別でみると、「展開する予定はない」の割合は「多品種少量生産中心」（73.8％）、

「量産中心」（67.1％）で高いが、「試作開発中心」では５割台（56.3％）となっている。また、
「試作開発中心」では「展開していないが、検討している」の割合が26.8％と他の形態より
も高い（図表５－３－１）。
海外での生産活動を「展開している」と答えた企業に対し、その理由を複数回答で聞いた

ところ、「労働力コストが低いから」が73.7％と最も高く、「現地・進出先近隣国の需要が旺
盛または今後の拡大が見込まれるから」（48.5％）、「親会社、取引先等が海外に進出したか
ら」（39.9％）の順となった。
従業員規模別にみると、「現地・進出先近隣国の需要が旺盛または今後の拡大が見込まれ

るから」は「1000人以上」ですべての企業があげているが、「300～999人」「300人未満」の
規模では５割程度となっている。また、「労働力コストが低いから」と回答した企業の割合
は「1000人以上」で約６割（61.1％）と、他の規模で７割台なのに比べやや低くなっている
（図表５－３－２）。
昨年度の海外生産比率の実績については、「０～10％未満」と回答した企業の割合が
30.3％と最も高かった。次いで、「10～20％未満」（19.7％）、「20～30％未満」（12.4％）の順
となった。
従業員規模別でみると、「300人未満」で「０～10％未満」（34.9％）、「300～999人未満」
で「10～20％未満」（28.0％）、「1000人以上」で「30～40％未満」（27.8％）が最も高い回答
割合を示しており、企業規模が大きいほど生産比率が高いことがわかる。（図表５－３－３）。
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今後３年間の海外生産比率の展望については、「強化・拡大する」が67.2％で最も高く、
「現状を維持する」が30.3％でこれに続いた。「縮小・撤退する」は1.3％だった。
「強化・拡大する」は「鉄鋼業」「生産用機械器具製造業」で相対的に高く、それぞれ８割
の企業があげている。一方、「現状を維持する」の回答割合が高かったのは、「はん用機械器
具製造業」「非鉄金属製造業」で約半数の企業があげた。
従業員規模の集計では、「1000人以上」規模で約９割（88.9％）が「強化・拡大する」と

回答しており、「300～999人」「300人未満」の規模が６割台なのに比べ、高くなっている
（図表５－３－４）。
海外で生産活動を展開する中で、今後の国内の生産拠点についての考え方を複数回答で聞
いた。最も回答割合が高かったのは「従来どおり生産活動を行う」で44.9％の企業があげて
いる。これに「高精度が求められる製品など高度な製造技能が求められるものに絞って生産
活動を進める」（37.9％）、「多品種少量生産の製品分野や生産変動への対応が必要な製品な
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ど生産管理が難しい製品に絞って生産活動を行う」（26.8％）が続いた。
従業員規模別にみると、「従来どおり生産を行う」は「1000人以上」「300～999人」で５割
台なのに対し、「300人未満」では４割台（44.4％）とやや低くなっている。また、「高精度
が求められる製品など高度な製造技能が求められるものに絞って生産活動を進める」は「300
～999人」で約４割（44.0％）と他の規模よりも高かった（図表５－３－５）。



― 95 ―

今後の国内外での採用方針について聞いた。国内では、「維持」が64.1％と最も高く、「増
やす」と「減らす」は共に17.2％だった。従業員規模別にみると、「維持」は規模に比例し
て高くなっており、「300人未満」では約６割（60.5％）だが、「1000人以上」では約９割
（88.9％）となっている。一方、「増やす」は逆に規模に比例して回答割合が低くなっている。
一方、国外については、「増やす」とする回答が約半数（50.5％）を占め、「維持」（40.9％）
がこれに続いた。「減らす」は3.3％にとどまった。
従業員規模別では、「増やす」は、とくに「1000人以上」では約９割（88.9％）と高い割
合を示している（図表５－３－６）。
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生産活動の海外移転に伴い、技能系正社員の教育訓練に関してどのような課題が生じるか
を複数回答で聞いた。最も高い割合を示したのは「海外派遣者のための事前教育を充実する
必要がある」で46.5％の企業があげている。次いで、「計画的に海外派遣要員の育成を行う
ための教育訓練を導入・拡充する」（31.6％）、「上司が部下を、先輩が後輩を日常的に指導
することが難しくなる」（21.0％）の順となった。
従業員規模別にみると、「海外派遣者のための事前教育を充実する必要がある」と回答し
た企業の割合は規模に比例して高くなっており、「1000人以上」では約７割（72.2％）の企
業があげている（図表５－３－７）。

現地に派遣する中核的技能者に求められる能力については、「コミュニケーション能力」
が66.4％でトップ。これに「リーダーシップ」（46.5％）、「マネジメント力」（41.4％）が続
いた（図表５－３－８）。



― 97 ―

国内から現地に派遣する中核的技能者の数は足りているかという質問に対しては、「不足」
（「やや不足している」と「不足している」の合計）が約６割（62.9％）で、「足りている」
（「足りている」と「だいたい足りている」の合計）（23.9％）を大きく上回った（図表５－
３－９）。

業種別にみても、ほとんどの業種で「不足」が「足りている」を上回っており、とくに
「業務用機械器具製造業」「輸送用機械器具製造業」では約７割の企業があげている。
従業員規模別の集計では、「1000人以上」規模に比べ、「300～999人」「300人未満」で不足
感がやや強く表れている。
海外に派遣する中核的技能者の育成に向けてどのような取り組みを行っているかを複数回
答で聞いた。最も高い割合を示したのが、「海外出張や海外研修の実施」で約４割（41.7％）
の企業があげている。これに「人事ローテーションの一環として海外の生産拠点に配置」
（25.8％）、「語学研修の実施」（21.7％）が続いた。
従業員規模別にみると、「海外出張や海外研修の実施」は「1000人以上」で他の規模より
やや低い一方、「語学研修の実施」は最も高い割合を示した（図表５－３－10）。
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一方、海外で生産活動を「展開する予定はない」と回答した企業に対し、その理由を複数
回答で聞いたところ、「国内で安定した取引先があるから」が約４割（39.7％）と最も高い
回答割合を示した。これに「海外に派遣できる人材がいないから」（26.9％）、「海外に進出
するための情報やノウハウがないから」（25.9％）が２割台で続いた。
従業員規模別の集計では、「300～999人」で「国内で安定取引先があるから」と回答した
企業の割合が約３割（27.4％）と他の規模よりも低いが、「海外での大量生産には向かない
高い付加価値の商品が主力だから」は約４割（37.1％）と各規模の中で最も高い（図表５－
３－11）。

４．東日本大震災の影響

東日本大震災による事業活動への影響については、「影響があった」（「大きな影響があっ
た」と「ある程度の影響があった」の合計。以下同じ）が53.5％だったのに対し、「影響が
なかった」（「あまり影響はなかった」と「まったく影響はなかった」の合計。以下同じ）は
44.5％だった。
従業員規模別の集計では、「影響があった」の割合は規模に比例して高くなっており、

「1000人以上」では約７割（74.0％）があげている（図表５－４－１）。
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